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第6次エネルギー基本計画を踏まえた制度整備
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 第6次エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定）は、以下２つの重要課題を前に進
めるべく、あらゆる政策を総動員して取り組むとしている。

① 「2050年カーボンニュートラル」や、2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減
することを目指し、さらに50％の高みに向けて挑戦を続ける方針を実現

②完璧なエネルギー源が存在しない中で、安全の確保を前提としつつ、安定的で安価なエネルギー
供給の確保と、気候変動問題への対応を進めるという、エネルギー政策の大前提である
「S+3E」の大原則をこれまで以上に追求し、日本のエネルギー需給構造が抱える課題を克服

 上記を踏まえ、①カーボンニュートラルに向けた需給構造の転換を後押しするとともに、②その中で
も安定的なエネルギー供給を確保するための制度整備が必要。

供給構造の転換

安定的なエネルギー供給の確保

• 再エネの導入拡大に伴い化石電源の稼働率が低下する中における中長期的な供給力確保
• 自然変動電源の拡大を踏まえた調整力の確保等による電力システムの柔軟性向上

需要構造の転換

• 非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用の合理化
• 非化石エネルギーへの転換の促進
• 供給サイドの変動に合わせたディマンドリスポンス等の需要

の最適化

• 水素・アンモニア等の脱炭素燃料の製造・利用の促進
• CCS等のCO2排出を削減する取組の促進
• 洋上風力等の再エネ導入促進
• レアメタル等の再エネ発電設備等の製造に必要な鉱物資

源の安定供給の促進

第6次エネルギー基本計画を踏まえた制度整備



 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据
えた技術戦略＋産業戦略

 令和2年12月25日関係省庁とりまとめにより策定、令和3年6月18日改定

グリーン成長戦略

 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政
策の大きな方向性（供給サイドに力点）

 令和3年10月22日閣議決定

エネルギー基本計画

① 二つの戦略、計画によって、2030年46％削減、2050年CNに向けて目指すべき到達点、方向
性を明確化。

② これから生じるクリーンエネルギーを中心とした社会システム全体の大きな構造転換に向け、産
業界が新たな投資に踏み切り、それを日本経済の新たな成長のエンジンとするには、どのような
現実的かつ段階的な移行・転換の筋道が考えられるか。

③ 社会システム全体の構造転換に際しては、以下の点はこれまで以上に重要となるのではないか。

 経済安全保障の観点

 デジタル・トランスフォーメーション（DX）との融合による新たな価値の創出

 安定的で安価なエネルギーの確保

【クリーンエネルギー戦略の検討の視座】

クリーンエネルギー戦略の検討の視座
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クリーンエネルギー戦略の位置づけ

2030 2050

カーボンニュートラル（CN）
の度合い

足下

エネルギー基本計画
• エネルギーミックス
• 供給サイド重視のエネルギー政策
• 目標まで10年以下であり、既存技術の

活用の必要性等を提示

グリーン成長戦略
• 成長につながる14分野
• 革新的イノベーションによるカーボン

ニュートラルの実現

クリーンエネルギー戦略
• 脱炭素を見据え、将来にわたって安定的で安価なエネルギー供給を確保
• 供給サイドに加えて、産業など需要サイドの各分野でのエネルギー転換の

方策を検討

2030年
46%削減

 2050年カーボンニュートラルや2030年46％削減の実現を目指す中で、将来にわたって安定的で
安価なエネルギー供給を確保し、更なる経済成長につなげるため、「点」ではなく「線」で実現可能
なパスを描く。
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2050年
カーボンニュートラル
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今後の進め方（イメージ）

 産業界や専門家からのヒアリングと個別論点の議論を通じて議論を深め、来年６月頃を目処にと
りまとめ。
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＜今後のスケジュール（現時点の想定）＞

2021年 12月 今回の会議
現状分析と論点提示

2022年 個別論点について議論＋ヒアリング

６月頃 とりまとめ


